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２．経済指標の解説

山形大学人文社会科学部教授　安　田　　　均

⑴　全国の経済概況

◇景気判断――１７カ月ぶりの「景気持ち直し」宣言

　この冒頭欄では内閣府『月例経済報告』に基づいて過去１年間の景気動向を振り返っていた。しか

し、コロナ禍にある経済はその感染状況によって大きく変動しうるため、昨年版と同様、直近の報告

を拠り所に現在の景気動向に絞った状況確認を行なう。

　１２月の『月例経済報告』で注目されるのは基調判断において「このところ持ち直しの動きがみられ

る」と実に１７カ月ぶりに契機の持ち直しを宣言したことである。コロナ禍も第５波が終熄し人々の生

活もほぼ日常に復帰していたことが大きいと思われる。 個別項目をみると、設備投資について「持

ち直している」をその「足踏みがみられる」に、住宅建設に着いて「持ち直しのみられる」を「おお

むね横ばいとなっている」に引き下げる一方、雇用情勢について、感染症の影響で引き続き齢影響と

断りつつ、求人等の「動きに底堅さもみられる」を「持ち直しの動きもみられる」に引上げたうえで、

個人消費について「一部に弱さが残るものの、持ち直しの動きがみられる」という二重に留保をつけ

た文言を「このところ持ち直している」という断定に切り替えている。

　以下、主にこれら変化した点を中心に各指標をみてみるが、その前にGDP統計を確認しておこう。

　内閣府が発表した四半期別GDP統計では、物価変動の影響を除いた実質GDP（季節調整、２次

速報）は前期（４－６月期）比０．９％減、年率換算３．６％減となり、２四半期ぶりのマイナス成長に落

ち込んだ。なかでも、９月までの緊急事態宣言の影響で個人消費が大きく落ち込んだ。

◇持ち直しの動きが見られる生産

　『鉱工業生産指数』１１月分速報によれば、１１月の鉱工業生産は９７．７（２０１５年＝１００、季節調整済み）
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で２カ月連続の上昇となった。すなわち、生産が前月比７．２％の上昇、出荷同７．４％の上昇、在庫同１．７％

の上昇であった。しかも、製造工業生産予測調査は１２月、１月ともに上昇を予測しており、上記速報

は「総じてみれば、生産は持ち直しの動きがみられる」との判断を示している。

　持ち直しの背景として、日経は個人消費の持ち直しとともに「半導体不足などの供給網の混乱で落

ち込んでいた自動車生産が回復してきた」ことを挙げている。但し「部品調達の不安定さは完全に払拭

できておらず、……自動車各社とも、組み電線（ワイヤハーネス）、半導体、音響部品などの安定調達が

課題となる」（日経２１／１２／２９）。部

品調達難での生産調整の難しさは、

直近のニュースでも指摘されてい

る。２１年の米国新車販売市場にお

いて、GMが９０年間維持した首位

をトヨタに明け渡した背景として

「GMが半導体不足で昨秋以降に

大幅な減産に追い込まれたのに対

し、トヨタは小まめな生産調整で

影響を最小限に抑えた」ことが指

摘されている（同２２／１／５）。

◇２四半期連続上昇を示した法人企業統計

　資本金１，０００万円以上の営利法人等の仮決算計数をとりまとめた財務省『法人企業統計季報』２０２１

年７～９月期の動向（金融業．保険業を除く）をみれば、 売上高は３２３兆５６５１億円で前年同期比４．６％

増（製造業９．７％増、非製造業２．６％増）、経常利益は１６兆７５０８億円で３５．１％増（各７１．０％増、１７．０％

増）、設備投資（ソフトウェア投資を含む）は１０兆９２７６億円、前年同期比１．２％増（各０．９％増、１．４％

増）であった。いずれの指標も２四半期連続のプラスである。

　それぞれについて増減の寄与度の高い業種をみると、売上高に関して、増収に寄与したのが製造業

で化学、鉄鋼、非製造業で情報通信業、運輸業・郵便業、減収に寄与したのが製造業で食料品、運送

用機械、非製造業で卸売業・小売業、不動産業であった。

　経常利益に関しては、増益に寄与

したのが製造業で情報通信機械、化

学、非製造業で卸売業・小売業、減

益に寄与したのが製造業で食料品、

石油・石炭、非製造業で電気業、建

設業であった。

　設備投資に関しては、増加に寄与

したのが製造業で金属製品、はん用

機械、非製造業でサービス業、電気

業、減少に寄与したのが製造業で情

報通信機械、電気機械、非製造業で

卸売業・小売業、不動産業であった。



－65－

◇業況判断は改善も先行き不安

　『日銀短観』１２月調査から企業の業況認識を見てみよう。企業の景気認識を、景況について「良い」

と回答した企業の占める割合から「悪い」と回答した企業の割合を差し引いた業況判断D．I．について、

今回注目を引いたのは、全規模・全産業計がプラス２と、新型コロナウイルスの感染拡大後で初めて

プラス圏に浮上したことだ。また、大企業、中堅企業、中小企業いずれも製造業、非製造業ともに前

回９月調査に比し不変か上昇している。但し、先行き（２２年３月）予測については、中小企業製造業

以外のすべてのセクターで－１から－５の幅での悪化になっている。日経は、その背景として、半導

体等の供給不足が一進一退状態であること、資源高、原料高による仕入れ価格を消費者価格に点火で

きないでいることを挙げている（日経２１／１２／１３）。

　東京商工リサーチの『全国倒産状況』２０２１年版によれば、２０２１年（１－１２月）の全国企業倒産（負

債総額１，０００万円以上）は、件数が６，０３０件で前年比２２．４％減、負債総額は１兆１，５０７億３００万円で同

５．６％減であった。７千件を割るのは１９９０年以来であり、４，２１２件であった１９６４年に次ぐ５７年ぶりの低

水準となった。コロナ対策が奏功した形だ。負債総額は、４年連続で前年を下回った。「新型コロナ

ウイルス」関連倒産は前年比１０８．７％増の１，６６８件であり、集計を開始した２０２０年２月からの累計は２，

４６７件に達した。

◇雇用者減も不足感強まる

　『労働力調査（基本集計）』２０２１年１１月分によれば、就業者数は６，６５０万人、前年同月比５７万人の減少、

３カ月連続の減少となった。雇用者数は５，９７０万人。前年同月比４７万人の減少２カ月連続の減少である。

正規の職員・従業員数、非正規の職員・従業員に分けると、前者が３，５４６万人で前年同月比１万人の

減少、１８カ月ぶりの減少になった一方、後者は２，０８７万人で同３７万人の減少、４カ月連続の減少になっ

た。主な産業別就業者を前年同月と比べると、情報通信業、「運輸業、郵便業」で増え、｢生活関連サー

ビス業、娯楽業｣、「農業、林業」、建設業、｢宿泊業、飲食サービス業｣ などが減っている。また、完

全失業者数は１８２万人で前年同月比１３万人の増加、５カ月連続の減少になった。求職理由別にみると、

｢勤め先や事業の都合による離職」が１１万人の減少、「自発的な離職（自己都合）」が５万人の増加、「新

たに求職」が前年同月と同数であった。その一方で、非労働力人口は４１８８万人と前年同月比２３万人の

増加、２カ月連続の増加になっている。また、完全失業率（季節調整値）２．１％は前月比０．１ポイント

の上昇である。

　３カ月毎の集計『労働力調査（詳細集計）』２０２１年７－９月期平均によれば、正規の職員・従業員は３，

５７５万人と前年同期比３８万人の増加、８期連続の増加であったのに対し、非正規の職員・従業員は２，

０６０万人と同４万人の減少であったが、減少は２期ぶりであった。結果として、役員を除く雇用者に

占める非正規雇用の比率は３６．６％となった。また、失業期間別の状況をみると、完全失業者２１１万人

のうち、「３カ月以上」の者が１３５万人であり、前年同期比９万人の増加、そのうち「１年以上」の者

は６８万人と、同１８万人の増加である。失業期間１年以上の者の数が４期連続で増え、失業者に占める

割合が１年前の２２．７％から３２．９％にまで膨らんでいる点には留意が必要である。
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　企業の雇用人員判断を上記日銀短観でみると、「過剰」判断企業の割合から「不足」判断企業の割

合を差し引いたD．I．は、製造業に関しては企業規模別でも規模計でもマイナス、つまり人手不足感

がある。留意すべきは、人手不足感（マイナス幅）は、企業規模が小さくなるほど大きいこと、およ

び、昨年９月、１２月、今年３月時点の先行き予測と徐々に広がっていることである。そのため２０２２年

度の新規学卒者採用計画は、規模別では大企業、産業別では金融機関を除いて、マイナス計画だった

２０２１年度と打って変わってプラス計画である。大企業はD．I．でも企業別で最も小さかった。大企業

は雇用調整でも解雇を回避できる体力がある分、不足感は小さいのであろう。また、超低金利状況が

長引く中で金融機関は資金運用に苦しむ状態が続いている。

　次に、賃金について、『毎月勤労統計調査』１１月分結果速報をみれば、事業所規模５人以上につい

て、基本給や家族手当などの所定内給与が２４６，０６３円で対前年同月比０．３％増、残業代などの所定外給

与が１８，５６９円で同２．７％増、両者を合わせた「きまって支給する給与」は２６４，６３２円の０．５％増であった。

さらに、これにボーナスにあたる特別に支払われた給与１５，７６６円（７．９％減）を加えた現金給与総額

は２８０，３９８円で昨年と変らずとなった。ちなみに同調査によれば、１１月は、総実労働時間の１３９．３時間

は対前年同月比０．９％増、うち所定内労働時間が１２９．２時間の同０．６％増、所定外労働時間が１０．１時間

の同４．１％増であった。

　経団連が１２月２２日に発表した大企業の冬の賞与（ボーナス）の集計結果によれば、加重平均の妥結

額は前年比５．１６％減の８２万９５５円で２年連続のマイナスとなったとなった（東証一部上場、従業員５００

人以上、主要２１業種大手２５４社を調査対象とした内の１６４社の平均）。金額としては２０１３年（８０万６００７

円）以来の低い水準である。製造業１３１社の加重平均は８５万３４７５円（対前年比１．３２％減）、非製造業３３

派の加重平均は７１万２０１９

円（同１８．０１％減）であり、

非製造業の減少幅が著し

い。対前年増減幅に着

目すると、商業２３．１５％

増、印刷８．７５％増、繊維

６．３０％増に対し、私鉄

２２．２６％減、建設１７．１８％

減、造船７．１６％減であっ

た。コロナ禍からの回復

状況が大きく影響してい

る。
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◇足踏み状況の家計消費

　１１月の生鮮食品を除く物価指数は総合指数が平成２７年を１００として１００．１、前年同月比０．５％の上昇、

前月比（季節調整値）は０．３％の上昇であった。生鮮食品およびエネルギーを除く総合指数（いわゆ

るコアコア）は同９９．２で前年同月比０．６％の下落、前月比（同）０．１％の上昇であった（『消費者物価

指数（全国）』１１月分）。

　他方、１１月の２人以上世帯の消費支出は２７７，０２９円、前年同月比実質で１．３％の減少、名目で０．６％

の減少であった。消費支出の実質増減への寄与率の高い中部委項目は、増加については交通、洋服、

調理食品、減少については電気代、野菜・海藻、魚介類、外食であった。勤労者世帯の実収入（二人

以上の世帯）が１世帯当たり４８１，８３８円と前年同月比実質で１．１％、名目で１．８％それぞれ増加してい

る中での支出減少は気になるところである（『家計調査報告（２人以上世帯）』１１月速報）。家計の消

費意欲を示す「消費者態度指数」（２人以上世帯、季節調整値）は、１２月調査では、前月差０．１ポイン

ト低下３９．１であり、４カ月ぶりの低下となった。また消費者態度指数を前月差でみると、「暮らし向き」

「収入の増え方」がともに０．５ポイント上昇、「雇用環境」が１．４ポイント低下、「耐久消費財の買い時

判断」は前月と変わらずであった。そのため、１２月の消費者マインドの基調判断は「持ち直しの動き

が続いている」と据え置かれた（『消費動向調査』１２月分）。

　販売側の統計も見てみよう。『商業動態統計』１１月分速報によると、同月の商業販売額（税込み）

は４８兆２，４９０億円で前年同月比９．１％の増加となった。これを卸売業、小売業別にみると、卸売業は

３５兆４，５００億円、同１２．０％の増加、小売業は１２兆７，９９０億円、同１．９％の増加となった。季節調整値済

み前月比ではそれぞれ０．８％。１．１％、１．２％の増加であった。１１月分の小売業販売額を指数化し、季
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節調整を行ったところ、指数水準は１０３．９となり（２０１５年 =１００）、前月比は１．２％の上昇となった。ま

た後方３カ月移動平均における指数水準は １０２．８となり、前月比１．７％の上昇となった。これを承け

て「持ち直しの動きがみられる小売業販売」とのトレンド判断をしている。。

　日本百貨店協会の「全国百貨店売上高概況」１１月分によれば、１１月の売上高４，４９７億円余は８．１％増

（２カ月連続）、入店客数は７．０％増（４カ月ぷり増）と、共に前年実績を超えた。前々年との比較で

は、売上高７．４％減、入店客数２１．９％減と、未だコロナ前水準には及ばないものの、インバウンドを

除けば直実に回復傾向にある。顧客別では、国内市場が前月より５．４ポイント改善し８．０％増。インバ

ウンドが２４．７％増だが、前々年比では８６．７％減と、依然として厳しい状況で推移している。地区別で

は、大都市が全１０地区で前年をクリアし１０．２％増に対し、地方区は５地区で前年を超え２．７％増とプ

ラスに転じたものの、都市と地方の差は、前月よりさらに２．８ポイント拡大した。

　１１月の住宅着工は、１１月の新設住宅着工は、持家、貸家及び分譲住宅が増加したため、全体で前年

同月比３．７％の増加となった。また、季節調整済年率換算値では前月比４．９％の減少となった。（『建築

着工統計調査』１１月）。

◇輸出横ばいも輸入が弱含みで推移し貿易・サービス収支赤字縮小

　『月例経済報告』は輸出はおおむね横ばい、輸入はこのところ弱含み、貿易・サービス収支は赤字

との判断を示している。輸出の横ばいはアメリカ及びＥＵ向けの輸出がおおむね横ばいだからでもあ

る。逆に輸入の弱含みはアジアからの輸入が弱含みだからでもある。アメリカから輸入、EUからの

輸入はともに持ち直している。１０月の貿易収支は、輸入金額が減少したことから、赤字幅が縮小した。

また、サービス収支は赤字幅が拡大した。

　財務省が１月１２日に発表した１１月の国際収支状況（速報）でも、１１月の経常収支は、貿易収支が赤

字に転化したこと等から、同８，３５０億円減の、８，９７３億円と黒字幅を縮小した。内訳を見ると、貿易

収支は、輸入額の増加が輸出額の増加を上回ったことから、前年同月比１兆３８７億円減の、４，３１３億

円の赤字に転化した。サービス収支は、輸送収支が赤字幅を拡大したこと等から、同４９６億円減の、

２，１４２億円と赤字幅が拡大した。貿易収支が赤字に転化したこと等から貿易・サービス収支は赤字

に転化した。第一次所得収支は、証券投資収益が黒字幅を拡大したこと等から、同２，２４４億円増の、

１兆７，９０７億円と黒字幅を拡大した。輸出は対前年同月比で９が月連続増、輸入は同１０か月連続増で

ある。商品別では、輸出は鉄鋼、半導体等製造装置、半導体等電子部品等が増加した。輸入は原粗油、

液化天然ガス、石炭等が増加した。

◇コロナ禍でも上昇した株式市場

　２０２０年の株式市場は紆余曲折を含みながら上昇基調であった。東証大発会から間もなくして東京都

に２回目の緊急事態宣言が発令されたものの、日経平均株価は上昇した。６月以降ワクチン接種に伴

う混乱があり、東京オリンピック・パラリンピックが閉幕する頃から上昇に転じ、９月１４日は３１年ぶ

りの高値をつけた。その後、下落に転じるものの、１０月からまた上昇機運を見せ、１２月３０日東証大納

会での終値は前日比１１５円安の２万８７９１円であったものの、史上最高値を付けた１９８９年以来、３２年ぶ

りの高水準だった。

　しかし、コロナ禍での株価上昇は日本ばかりではない。１２月２９日にはアメリカのダウ工業株３０種平
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均が最高値を更新した他、フランス、オランダなど欧州や、

インドや台湾といったアジアでも最高値が相次いだ。世

界全般に「財政出動・金融緩和・経済再開という３つの

要因が重なり力強い株高となった」。実際、アメリカ、フ

ランス、インドなど１２カ国で株価上昇率が２割を超えて

いる（日経２１／１２／３１）。金融資産を保有できる層は超低

金利による株価上昇の恩恵を受けたものの、金融資産に

手を出す余裕がない層には無縁の話であることには留意

が必要である。

⑵　山形県の概況

◇持ち直しに手応え

　１２月の『山形県経済動向月例報告』は、１０月時点での経済指標を基に、「本県経済は、新型コロナ

ウイルス感染症の影響により、依然、厳しい産業もあるものの、緩やかに持ち直している。」と、先

月とほぼ同様の総括判断を示している。１１月分との違いは、個人消費について「持ち直しの動きに足

踏みがみられる」という留保を外して一部に弱さを指摘しつつ「持ち直しの動きが見られる」と断言

した反面、鉱工業生産については逆に持ち直しに「このところ足踏み感がみられる」と留保を追加し

たことである。以下、変化した鉱工業生産と個人消費を中心に本県経済を概観してみよう。

◇業況判断は現況変らずも先行き慎重

　上の『月例報告』は『山形県鉱工業指数』９月分を参考にしているようで「鉱工業生産指数（季節

調整済）は……前月比で５．０％低下し、２カ月ぶりの低下となった」（指数は２０１０年＝１００で９６．１）と

記されているが、１０月の指数は、季節調整済み１０２．０であり、前月比で２．８％の上昇、２カ月ぶりの上

昇であった。前月から上昇したのが化学工業、情報通信機械工業など１４業種、低下したのが電子部

品・デバイス工業、食料品工業など８業種であった。他方、原指数１０３．１は前年同月と比べ５．２％の上

昇、９カ月連続の上昇であった。（『山形県鉱工業指数』１０月速報）。
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　他方、日銀山形事務所の『山形県企業短期経済観測調査結果』１２月調査、いわゆる短観をみると、

業況判断D．I．は製造業、非製造業、全産業計がそれぞれ＋１０、－８、０であり、前回９月調査と全

く同じであった。それでも、９月時点での予測よりも、製造業は＋７、非製造業は＋２、全産業＋５

と慎重な予測が覆された形だ。３月時点への先行き予測では、製造業＋４、非製造業－１５、全産業－

６といずれも－６ないし－７と悪化しており、依然慎重な判断を取り続けている。

　２０２１年度の経常利益計画は、製造業、非製造業、全産業計それぞれ前年度比４６．５％、－３３．４％、

１７．８％であり、非製造業は厳しい状況が続いていることが伺える。またいずれも前回調査に比し、下

方修正されている点は留意が必要であろう。他方、設備投資計画は、上記セクターそれぞれ対前年度

比８３．９、９２．７％、８９．０％とほぼ９割増しの大幅拡張計画であることは好材料であろう。

◇人手不足が顕著な雇用情勢

　山形労働局が年末に発表した『県内の雇用情勢（新規学卒者を除く）』１１月分によれば、１１月の新

規求人数［パートタイムを含む全数］（原数値）８，２２９人は前年同月比１２．２％増であり、９カ月連続の

増加であった。主な産業別では、前年同月比で卸売業・小売業１．５％減の他は、建設業７．５％増、製造

業７２．２％増、運輸業・郵便業３５．０％増、宿泊業・飲食サービス業および医療・福祉がともに４．８％増、

サービス業５．０％増で増加が目立つ。特に製造業では、１６業種すべての前年同月を上回り、製造業全

体では１０カ月連続の増加となった。正社員に係る新規求人数は３，９７２人で、対前年同月比２５．４％増加

となり、新規求人数に占める割合は４８．３％であり、前年同月に比べ５．１ポイント上回った。新規求人

と前月から繰り越された求人を併せた有効求人数［季節調整値］は２２，９９５人で、前月比０．４％増と２

カ月ぶりに増加した。
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　１１月の新規求職申込件数［パートタイムを含む全数］（原数値）は３，８２７件で、前年同月比１．８％増

で６カ月ぶりの増加となった。有効求職者数 [ 季節調整値 ] は１７，１１７人で、前月に比べ０．４％増となり、

２カ月連続の増加となった。

　結果として、有効求人倍率［季節調整値］は１．３４倍となり、前月と同水準であった。正社員に係る

有効求人倍率（原数値）は、１．１３倍で、前年同月を０．２９ポイント上回った。

　先の、日銀山形事務所の１２月短観でも雇用人員判断は、製造業－７、非製造業－３６、全産業計－２２

であり、前回９月調査時点で予測された以上にマイナス幅（人手不足）が拡大しているし、３月時点

での先行き予測はさらに拡大している。

　１０月の給与について、規模５人以上では、所定内給与２１８，８０２円（前年同月比２．９％増）、超過労働

給与１６，４２８円、両者を合わせた「きまって支給する給与」は２３５，２３０円（前年同月比３．８％増，１０カ月

連続増加）であり、特別給与３，１８２円（同９２０円増）を加えた現金給与総額は２３８，４１２円（同４．８％増）

であった（『毎月勤労統計調査地方調査結果』山形２０年１０月速報）。
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◇全国計に比し堅調な東北、百貨店に比し堅調な大型店

　１０月の管内（東北６県）百貨店・スーパーについて、全店ベース（百貨店１６店舗、スーパー５６１店舗、

計５７７店舗）で見れば、両業態計の販売額は１，０６７億円（前年同月比０．５％増）、百貨店は１３２億円（同１．

６％増）、スーパー９３５億円（同０．４％増）であった。商品別にみると、衣料品同２１．４％減、身の回り品

同１４．０％減、飲食料品同２．５％増、家具・家電・家庭用品同１０．３％増、その他の商品同３．５％増であっ

た。既存店でみると、両業態計は同０．８％減、百貨店同１．６％増、スーパー同１．２％減であった。同じ

く１０月のコンビニエンスストアの商品販売額及びサービス売上高は６６５億円、前年同月比２．４％の減少

であった（東北産業局『東北地域百貨店．スーパー販売額動向』１０月分速報）。

　昨年の、山形・庄内管内における１１月の新車新規登録・届出台数は、乗用車８４３台（前年同月比

１９．１％減），小型車８３３台（同１３．９％減）、軽自動車１，６８１台（同１５．３％減）であった（『東北運輸局管

内の新車新規登録・届出台数（令和３年１１月分値）』）。自動車に関しては、コロナ禍の部品供給難で

生産抑制されている点を考慮する必要がある。

　１１月の山形県内の新設住宅着工戸数は４２６戸（対前年同月比１２．１％増）、利用関係別にみると、持ち

家２６２戸（同６．１％増）、貸家１１２戸（３８．３％増）、分譲住宅５２戸（２．０％増）であった。（山形県『新設

住宅着工統計について』２０年１１月）。

◇まとめ

　以上、全国経済および山形経済に関する最新のデータを確認してきた。各種指標は調査時期によっ

て微妙にズレがある。１０月時点ではコロナ感染第５波に伴う緊急事態宣言が前月末に終了したばかり

で、人々の動きも徐々に回復しつつある状況であった。また、世界的な半導体不足等による部品調達

難が経済活動の拡大に制約を加えていた。しかし、年末に近づくほど、日常の消費や外出等人々の生

活は旧に復した様相を呈し、企業活動における部品調達難が緩和されてきた。

　もちろん、各種調査は、正月休み明けから急拡大したオミクロン株の感染は織り込まれていない。

しかし、これまでの５次に及ぶ感染拡大から学んだように、感染拡大時では病床の確保が重要であり、

第１回緊急事態宣言時のような全面的な活動抑制までは求められない。また、感染拡大もせいぜい２

か月程度で終熄している。感染拡大は人と接触する飲酒・宿泊業や人の移動に係わる観光・交通業に

は大きな痛手であるが、他の多くの産業は、テレワーク等を利用しながら、企業活動を続けられるよ

うになった。

　したがって、現在の課題は、感染拡大を避けるような業務態勢を築きながら、感染終熄と同時に回

復する経済活動への準備を進めることである。

　そういう目で見ると、現在の状況は、世界経済の回復による需要増と日米金利差の拡大により進行

する円安から資源価格が押し上げられ、生活物資の価格へも反映されていく局面にある。また、コロ

ナ禍前から日本経済は人手不足にあえいでいる点も忘れてはならない。このように世界経済の回復と

円安で確実に原料価格が上昇する局面では、中小・零細企業が背負う原料高が円滑に取引価格に反映

されること、その結果としての生活物資の値上がりを市場が消化することが課題となる。

　公正な取引はモノだけではない。労働力においてもコロナ禍で非労働力人口化している女性やシニ

アの労働市場への復帰を促すことで重要であろう。

　今ほど確実な賃上げが求められる時期はないのである。


